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研究成果の概要（和文）：　本研究の骨格として経済政策に関するアンケート調査を計６回実施した。蓄積されたパネ
ル・データは各研究分担者の専門の観点から実証分析の対象となり，いくつかの重要な発見がなされた。多岐にわたる
研究成果のうち，とりわけ幸福度に関する知見が注目される。すなわち，本調査の結果によると消費税に対する反応パ
ターンによって幸福度が異なるらしいのである。幸福な人ほど消費税増税に無頓着で消費行動を変えず，幸福でない人
ほど消費税増税にネガティブに反応する。つまり，消費税の影響も心の状態次第ということになる。

研究成果の概要（英文）：The questionnaire survey concerning the economic policy was executed six times in 
total as a frame in this study. The panel data is used for empirical analysis of each researchers and 
some important discoveries were performed. The level of happiness seems to be different according to the 
response pattern to the consumption tax. Happy people don't change the consumption behavior to the 
consumption tax, and unhappy people negatively react to the consumption tax. As a result, the influence 
of the consumption tax depends on the state of the mind.

研究分野：公共経済学
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１．研究開始当初の背景 
 現代の公共政策の決定において、世論の動
向は重要な意味を持っている。社会学や社会
心理学の立場からは、公共政策に関する世論
調査が古くから行われており、比較的新しい
ものとして武川（2006）が挙げられる。経済
学においても、橘木（2007：研究代表者の畑
農も参加）が「政府の大きさ」をキーワード
に調査を実施しており、さまざまな公共政策
に関して国民の意識を問うている。ただし、
これらはパネル調査ではなく、世論の変容を
経時的に追跡することはできない。世論形成
のダイナミズムを分析するためにはパネル
調査が必要である。 
 他方、政治学においては古くから投票行動
分析が行われており、近年でも池田謙一・東
京大学教授を中心とする「21世紀初頭の投票
行動の全国的・時系列的調査研究」（JESⅢ）
をもとにした池田（2007）といった実証研究
がある。また、「東京大学・朝日新聞社共同
世論調査」も貴重なデータを提供してくれる。
これらのプロジェクトはパネル調査で構成
されており、個人の意見について時系列的な
変化を観察できる。その上、注意深く選挙期
間を挟んで調査を計画・実施しており、選挙
活動やマスコミの影響を測定するうえで有
益な情報が含まれている。 
 ただし、これらのパネル調査の主眼は政治
的態度（支持政党など）や投票行動と現象面
にあり、その背後にあって世論形成を規定す
る個々の意思決定主体の内在的要因、すなわ
ち社会規範の変化や人々の選好などを直接
的にあきらかにすするものではない。これら
の先行研究に対して、本研究では、パネル調
査のデータを用いて家計や個人の行動原理
を規定する内在的要因を定量化する。それら
は社会規範であり、政治思想であり、政策に
対する選好を表すものであり、定量的には
人々の効用関数のディープ・パラメターと言
える。 
 
２．研究の目的 
 第１に、世論に関するパネル調査の計画・
実施・分析プロセスについて統計学や調査法
の視点から検討を加える。とりわけ、コスト
削減のためにインターネット・モニター調査
の活用を予定しているため、郵送法など他の
調査方法との統計的な性質の違いについて
確認し、調査結果のバイアスの効率的な補正
方法を提案する。このようなバイアスについ
ては、すでにいくつかの研究蓄積が見られる
が、本研究が主対象とする内在的要因に関す
る研究蓄積は多くない。 
 第２に、効用関数のディープ・パラメター
を定量的に明らかにできるような質問設計
を行い、世論の変化を環境（外生変数）の変
化と選好の変化（内在的要因）に分けて計測
する。この際、専門の異なる分担者が混在し
ている点が重要である。畑農・水落は経済学
的な観点から、田村・堀江は政治学的な観点

から、水野はマーケティング論の観点から質
問を設計し、異なる視点から選好の変化を探
る。すなわち、経済学の立場からは、上記の
作業は効用関数の形状の問題として捉えら
れ、伝統的なミクロ経済理論や行動経済学の
知見を応用することになる。政治学の立場か
らは、議論や説得による世論の変化、いわゆ
る熟議民主主義と呼ばれるアプローチが採
用される。マーケティングの立場から見ると、
広告や宣伝の効果、近年発展の著しいソーシ
ャル・ネットワークが人々の行動規範に及ぼ
す影響に注目することになる。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、7,500 程度の大規模サンプルを
追跡するパネル調査の実施を核とする。この
ような大規模調査は一般に高コストの問題
から実施に困難を伴うが、本研究ではインタ
ーネット・モニター調査を活用し、低コスト
で大規模なパネル調査を実施する。まず、初
年度には調査を２回実施し、調査票の内容確
定に万全を期す。２年目には、投票行動や選
挙活動が世論形成に及ぼす影響を検証する
ため、参議院選挙前後に２回の調査を実施す
る。３年間で５回分のパネル・データを整備
し、このデータを研究代表者・分担者が各々
の専門分野の手法と視点によって計量的に
分析し、世論形成メカニズムの特徴を明らか
にする。なお、調査の設計、調査票の企画、
データ・チェックなどは研究代表・分担者お
よび研究支援推進員が行うが、調査の実施と
データ入力・整理等の単純作業は専門業者に
委託して、作業の効率化を図る。 
 内在的要因には地域差があるかもしれな
いことを考慮し、都道府県別でも統計学的分
析が可能となるように、パネル調査は一定の
規模を必要とする。2005 年国勢調査によると、
人口の最も少ない鳥取県の人口規模は全国
の 0.5％程度なので、最終的なパネル残存数
が 5,000 程度であれば鳥取県のサンプル・サ
イズの期待値は 25 程度となる。1回あたりの
パネル残存率を 0.9 と考えると、当初のサン
プル・サイズは 7,500 程度となる。 
 パネル調査を実施する前に、以下の３点を
検討する。第１に、調査票の確定である。第
２に、インターネット・モニター調査におい
て予想されるバイアスの補正に関する検討
である。すでに本田（2006）や萩原（2009）
で明らかにされているように、インターネッ
ト・モニター調査には多くのバイアスが存在
している。ただし、サンプリングのバイアス
が重要だとしても、谷口・谷口（2008）が検
証したように、適切なウェイト付けがバイア
スを軽減してくれる。第３に、調査実施の実
作業である。実施自体は調査会社に委託する
が、調査会社の選定、調査対象となるモニタ
ーの選定、サンプルの年齢構成や地域構成な
どについて精査する。 
 初年度前期、選挙前に第１回目のパネル調
査を実施する。調査内容は、各専門分野のバ



ランスを考慮しながら、全体で調整して決定
する。調査実施までの実務作業については、
その中心を在京の畑農・堀江・水野とし、他
のメンバーとの打ち合わせが必要な場合も
東京周辺で開催することにより費用の節減
を図る。また、調査会社との事務連絡や資料
整理のため、代表者の所属する明治大学にお
いて研究支援推進員を採用する。 
 調査実施後は速やかにデータを整理し、異
常値の排除などのデータ・チェックを進める。
この作業については大学院生等の補助者を
採用する。基本的なデータ・チェックが終了
次第、データの解析を開始し、第２回の調査
に備える。分析の結果、調査票の改訂や調査
対象の追加などが必要であれば早めに検討
する。 
 調査の実施と並行して、市区町村や都道府
県の生活環境を表すデータを入手・整理する。
パネル・データを用いて地域別分析を行う場
合、その地域の生活環境要因は無視できない
からである。そこで、社会・人口体系や民力
といった既存統計を利用して、パネル・サン
プルの居住している市区町村の生活環境デ
ータを準備しておく。これらの作業は、デー
タ処理の経験実績を有する畑農・水落・水野
で分担して行う。この過程で、これらの既存
統計によって各地域の状況を概観すること
ができる。可能な限り、必要なデータは電子
媒体で入手するが、詳細データの入力が必要
な場合には大学院生等の補助者を採用する。 
 
４．研究成果 
 本研究の骨格として経済政策に関するア
ンケート調査を企画・実施した。調査票のテ
ストを主眼においたプレ調査は 2014 年 3 月
14 日から 19 日にかけて実施され，日本全国
の 20～69歳男女を対象として 2747 の回答を
得た。調査票の確定後，５回にわたるパネル
調査が企図された。第１回は 2014 年 12 月 9
日から 12 日にかけて実施され，5992 の回答
を得た。第 2回は 2015 年 3月 6日から 13 日
にかけて実施され，3427 の回答を得た。第３
回は 2015 年 7月 31 日から 8月 7日にかけて
実施され，2622 の回答を得た。第４回は 2015
年11月5日から13日にかけて実施され，2159
の回答を得た。第５回は 2016 年 2月 16 日か
ら 22 日にかけて実施され，1888 の回答を得
た。 
 蓄積されたパネル・データは各研究分担者
の専門の観点から実証分析の対象となり，い
くつかの重要な発見がなされた。これらの主
要な結果は多様な学会において報告された。
消費税に関わる実証分析結果は日本財政学
会において，イデオロギーに関する実証分析
結果は日本マーケティング・サイエンス学会
において，個人の意見の変容については日本
家族社会学会において報告を行った。 
 これら多岐にわたる研究成果のうち，とり
わけ幸福度に関する知見が注目される。すな
わち，経済学の世界でも幸福度の計測が注目

され，さまざまな研究が進められているが，
本調査の結果によると消費税に対する反応
パターンによって幸福度が異なるらしいの
である。より具体的には，幸福な人ほど消費
税増税に無頓着で消費行動を変えず，幸福で
ない人ほど消費税増税にネガティブに反応
する。つまり，消費税の影響も心の状態次第
ということになる。残念ながら，消費税に対
する反応パターンと幸福度の関係に関する
定量的分析はまだ十分に進んでおらず，詳細
な要因分析や因果関係の検証は今後の課題
として残されている。 
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